



Individualhaftung der Vorstandsmitgliedern des NPO 
fur Dritte und die analoge Anwendung des 13117 Abs.1 









NPOホームページによると NPO法人は， 2007年では 31，116法人， 2012年 10












日経新聞 2012年 1月26日付によると，法人認証を取り消された NPO法
































































となる O 民法上の旧公益社団法人の理事等機関が個人として民法 709条による
責任を負うかは，法人学説の違いにより見解が分かれていたものの，判例・通
説ωは肯定していることから，組織上同様に位置づけられる NPO法人の理事







団体における理事の個人責任(上)(下)J金法 1719号44頁以下，同 1720号 27頁
以下，西島良尚「φ権利能力のない団体と責任」金法 1721号 19頁以下，北英昭
「⑨コンブライアンスの観点からみた非営利法人の役員の責任のあり方j金法 1724






















































































































































































































































下 r117条 I項責任」ともいう。)を明文化したものであり，会社法 429条 1
項と文言も全く同じである。前述した旧中間法人法48条 l項および 57条 l項
(26) 一般法人法の制定に伴い，新しい非営利法人制度を論じたものとして，中田裕康
「一般社団・財同法人法の概要|ジュリ 1328号2頁以下 (2007)，雨宮孝子「非営


































































































































































































































































































































































































(3) 同論考では，商法旧 266条ノ 3第1項の類推適用の可否を扱った裁判例
も分析したが，いずれも類推適用を否定するものでで、あつた(仙4岨剖9的7




また，東京地判昭和 60・1・15判時 1183号 108頁は，公益社団法人Aの
理事Bは， Aが代金支払の能力もないのに Xを誤信させて商品を納入させた
が， Aの破産宣告により Xは代金回収が不能になったとして，理事の Yらの
Bに対する監視義務慨怠を理由に商法旧 266条ノ 3第1項の類推適用により損
害賠償を請求した事例である。同判決は，前述の最判昭和14・1・26が明確











































































































































旧中間法人法48条 l項および法人法 117条 1項の規定に影響を与えたのは，
取締役の対第三者責任を定める平成 17年改正前商法266条ノ 3第 1項(会社
429条 l項〕であり，法人法 117条 1項と会社法429条 l項の条文の文言は全



















任を定める商法旧 266条から独立させ， 266条ノ 3第l項とし，取締役の主観
的責任要件としての「悪意又ハ重大ナル過失」を追加したのが特徴的であった。




































2 商法旧266条ノ 3第 I項の解釈上の争い

















































































































































































利を目的としないこと (NP02条 2項 1号)。③役員のうち報酬を受ける者の





光 ~NPO 法立法過程における参加者の行動」経済学研究(北海道大学) 51巻4号
l頁以下 .(2002)参照。
(73) 熊代昭彦「新日本の NPO法J熊代昭彦編36頁(ぎょうせい， 2003)。棲み分け
論については，橘幸信 iNPO法の立法過程から見た「市民立法Jの課題と展望」
















































































































































① NPO法には法人法 117条 1項は準用されていないので，反対解釈をし
て，役員の加重責任を否定すべきである。反論は前述八 1(1)参照。






































































































































あり，それには NPO法の改正による法人法 111条 l項(本稿では，法人法
111条l項の類推適用の検討をしていないので，いささか説得力を欠く主張で
ある。)および法人法117条l項の準用を検討すべき時期にきているのではな












































































履行責任として 10年と解されており(最判昭和49・12・17民集 28巻 10号













































































(105) 山岡義典「市民活動に求められる人と金のマネジメント」山岡義典編 ~NPO 基
礎講座3j22-23頁(ぎょうせい， 1999)。
(106) 山岡・前掲注(105)2か32頁。





























































た。法人法 117条 1項が倣った商法旧 266条ノ 3第1項についての立法理由お
よび解釈論を詳細に述べ，ほぼ同内容の旧中間法人法48条l項および 57条 1
















































































(13) 各国の NPOの状況については，佐藤慶幸 rNPOと市民社会J15頁以下(有斐
関， 2002)参照。
。 。
